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「災害時地下水利用ガイドライン」について

○ 近年、災害が激甚化・頻発化する中で、大規模災害時における水源の確保は全国の地方公共団体に共通する喫緊の課題

○ 令和６年能登半島地震の経験を踏まえ、令和７年３月に「災害時地下水利用ガイドライン」を策定・公表（令和７年１２月改訂）

➢ 位置付け ： 災害用井戸の取組を検討する自治体を対象とした取組方法の手順書

➢ 対 象 ： 民間所有（個人、企業）の既設井戸、湧水、公共の新設井戸

➢ 使用目的 ： 生活用水（洗濯、風呂、掃除、トイレ等）

ガイドラインの概要

＜災害用井戸・湧水の活用に向けた取組の枠組＞

＜新設井戸の対象地区を検討する手順の例＞

災害時地下水利用ガイドライン ポイント

➢ 公共による新設井戸の検討の手順、整備にあたっての留意事項などに関する事項の明示

➢ 災害用井戸の取組の実効性を高めるため、登録に関する取扱要領の策定に関する事項の明示

➢ 平常時から災害発生時にかけての管理方法や活用事例に関する事項明示

災害時における地下水等活用推進に向けた有識者会議

□有識者会議構成員
遠藤 崇浩 大阪公立大学現代システム科学域教授 （座長）
柿本 貴志 埼玉県環境科学国際センター主任研究員
阪田 義隆 金沢大学理工学域地球社会基盤学類准教授 
平林 由希子 芝浦工業大学工学部土木工学課程教授

公共による新設井戸の整備

地下水の実態調査

既設井戸・湧水等の把握

既設井戸・湧水の登録

平常時の利用

公共による新設井戸の検討

維持管理

災害時の利用

ガイドラインの対象範囲

①災害時における生活用水
の需要量の確認

②確保できている代替水源
の水量の確認

早期に上水道の復旧が
見込まれる地区は除外

③段階毎・地区毎に
需要量と確保水量を比較

④確保水量が不足する地区を
新設井戸整備の候補地区に選定

第3章 地下水利用の検討 ・・・既設井戸・湧水の把握、新設井戸の検討

第2章 地下水利用の現状 ・・・地下水の概念、地下水マネジメントの必要性

第4章 災害用井戸・湧水の登録に関する取扱要領の策定 ・・・登録の要件・手続

第5章 利用に当たっての留意事項                      ・・・平常時・災害時の管理方法

第1章 総説 ・・・背景、位置付け、全体構成、対象とする水源と用途

（ガイドラインの概要）

（災害用井戸・湧水の登録制度導入の検討）

（取扱要領において定める内容）

（登録制度導入後の留意事項）

ポイント
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災害用井戸施策実態調査
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■災害用井戸の取組状況について［全体］
・災害用井戸の有無
・災害用井戸数（都道府県別）
・災害用井戸の市区町村取組割合（都道府県別）
・災害用井戸の用途

■災害用井戸の取組状況について［公共］
・公共の災害用井戸の有無
・公共の災害用井戸数（都道府県別）
・公共の災害用井戸の市区町村取組割合（都道府県別）
・公共の災害用井戸の用途
・公共の災害用井戸の設置場所別の井戸延べ数

■災害用井戸の取組状況について［民間］
・民間の災害用井戸の登録制度の有無
・民間の災害用井戸の井戸水提供に関する協定の有無
・民間の災害用井戸の有無
・民間の災害用井戸の用途
・民間の所有者別の井戸延べ数

■災害用井戸の補助制度について
・災害用井戸に対する補助制度の有無
・補助制度の内容
・災害用井戸に対する国の補助制度の認知度

■災害用井戸に関する情報公開状況について
・民間所有の災害用井戸に関する情報公開状況
・情報公開の手段

■井戸以外の災害時に利用可能な代替水源について
・井戸水以外の代替水源提供の協定の有無
・井戸水以外の代替水源提供の協定の内容
・災害用井戸以外の代替水源＜災害用井戸が無い自治体＞
・災害用井戸以外の代替水源＜災害用井戸が有る自治体＞
・登録制度等への位置付けを検討中の代替水源＜災害用井戸が無い自治体＞
・登録制度等への位置付けを検討中の代替水源＜災害用井戸が有る自治体＞

■その他
・地域防災計画における災害用井戸の記載状況
・地域防災計画に記載している代替水源（井戸以外）
・災害時における地下水等活用の必要性
・災害用井戸の取組の無い理由
・十分な水量を確保できる代替水源（井戸以外）
・代替水源として確保を検討中の水源（井戸以外）
・災害用井戸等の代替水源確保の取組状況
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実態調査概要
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（１）調査期間 ：

（２）調査対象 ：

（３）回答状況 ：

令和６年能登半島地震において、被災直後の生活用水をはじめ、代替水源の確保の課題が見られたことを

踏まえ、本年６月に防災基本計画を改正し、市区町村は、指定避難所において、「入浴、洗濯等の生活に必

要となる水の確保」も含め、必要な措置を講じるよう努めることとされました。また、令和６年８月には水循環

基本計画を見直し、非常時における代替水源としての地下水等の有効活用を推進することとされました。

このような状況を踏まえ、内閣官房水循環政策本部事務局では、全国の市区町村における災害用井戸の

取組を推進していくための基礎情報として活用するために、実態調査を実施しました。

令和７年１２月１日～令和８年１月３０日

１，７４１市区町村（東京２３区含む）

【有効回収数】

市区町村：  １，７４１ （回答団体数）／１，７４１（団体数）  １００％

（※注意事項）

・自由記載については、類似の意見をまとめる等の記載をしているため、原文のままではない。

（参考）

・「災害用井戸」とは、地震等の災害により、広域的な断水が発生した場合、上水道が復旧するまでの間、これを補完する応急用
の飲料水又は生活用水として地域住民に提供する井戸であり、「災害時協力井戸」、「震災対策用井戸」、「井戸水提供の家」
等々の特定名称がついているもの。あるいは、上記のような名前はついていないが、市内〇〇株式会社と井戸水提供の協定を
結ぶなど実質的な施策を進めているもの。
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公共井戸 民間井戸

災害用井戸の取組状況について ［全体］
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○災害用井戸の取組を行っている市区町村は、全体の約３６％であった
※公共井戸のみ使用、民間井戸のみ使用、公共井戸と民間井戸の併用の全てを含む

○災害用井戸の数は、東京都、神奈川県等の関東地域と愛知県で多く、取組のある市区町村の割合
 は関東、中部、近畿で多く、北海道、東北、九州の一部で低かった。

■ 災害用井戸の有無

＜全体＞回答数  １，７４１ 、内 災害用井戸有りは６２２

■ 公共井戸・民間井戸 両方が有り ２２０ （12.6％）

■ 公共井戸が有り   １５８ （9.1％）

■ 民間井戸が有り   ２４４ （14.0％）

■ 災害用井戸が無い    １１１９ （64.3％）

旧アンケート記載項目シート E2

■ 災害用井戸数（都道府県別）

■災害用井戸の市区町村取組割合（都道府県別）
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220

12.6%

158

9.1%

244

14.0%

1119

64.3%

公共井戸と民間井戸両方有り 公共の井戸が有り

民間の井戸が有り 災害用井戸がない

災害用井戸の実際の本数について
・公共・民間とも井戸本数（実際の本数）は用途別本数の合計 ⇒ Q4、Q10 

（Q1、Q7は不記載自治体多数、Q2、Q8は重複回答可のため延べ数）
R7回答（回答早い順に追記）＆KPI分析シート OT列～OV列

R7自治体別井戸回答シート AO40

R7自治体別井戸回答シート BA3
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■ 災害用井戸の用途
＜災害用井戸が有る自治体＞対象自治体数 ６２２

■ 飲用のみに使用 ６ （1.0％）

■ 生活用のみに使用  ５０８ （81.7％）

■ 飲用と生活用の両方に使用 ９０ （14.5％）

■ 不明     １８ （2.9％）

災害用井戸の取組状況について ［全体］

5

○災害用井戸の取組を行っている市区町村における井戸の用途は、「生活用のみに使用」が多く
 約８２％であった。

旧アンケート記載項目シート V83

6

1.0%

508

81.7%

90

14.5%

18

2.9%

飲用のみに使用
生活用のみに使用
飲用・生活用の両方に使用
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災害用井戸の取組状況について ［公共］

6

○災害用井戸がある自治体のうち、公共の災害用井戸を所有している市区町村は約６１％であった。
○公共の災害用井戸の数は、東京都、千葉県、北海道で多く、公共の災害用井戸の取組のある

 市区町村の割合は関東で多く、北海道、東北、九州で低かった。

378

60.9%

243

39.1%

公共の災害用井戸が有り 公共の災害用井戸が無し

■ 公共の災害用井戸の有無

＜災害用井戸が有る自治体＞対象自治体数 ６２２

■ 公共の災害用井戸が有り   ３７８ （60.9％）

■ 公共の災害用井戸が無し ２４３ （39.1％）

旧アンケート記載項目シート E79

■ 公共の災害用井戸数（都道府県別）

■公共の災害用井戸の市区町村取組割合（都道府県別）

R7自治体別井戸回答シート AO列～BK列
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災害用井戸の取組状況について ［公共］

7

○公共の災害用井戸を所有している市区町村における井戸の用途は、「生活用のみに使用」が多く
 約８３％であった。

2

0.5%

314

83.1%

62

16.4%

飲用のみに使用
生活用のみに使用
飲用・生活用の両方に使用

■ 公共の災害用井戸の用途

＜公共の災害用井戸が有る自治体＞対象自治体数  ３７８

■ 飲用のみに使用 ２ （0.5％）

■ 生活用のみに使用  ３１４ （83.1％）

■ 飲用と生活用の両方に使用 ６２ （16.4％）

旧アンケート記載項目シート N27
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災害用井戸の取組状況について ［公共］

8

○公共の災害用井戸の設置場所別の井戸数は、「避難所」が最も多く、設置井戸数の約４８％を占める。

○その他の設置場所として、神社、寺院、防災センター、公民館などの回答があった。

※ １つの自治体で設置場所の異なる複数の公共の災害用井戸がある場合がある

2579

971

104

1279

1422

避難所

公園

市区町村庁舎

公立小中高校

その他

0 500 1000 1500 2000 2500 3000

避難所 公園 市区町村庁舎 公立小中高校 その他

■ 公共の災害用井戸の設置場所別の井戸延べ数

＜公共の井戸＞井戸延べ数  ６，３５５
（重複回答可、井戸本数5,362本）

■ 避難所 ２，５７９ （40.6％）

■ 公園 ９７１ （15.3％）

■ 市区町村庁舎 １０４ （1.6％）

■ 公立小中高校 １，２７９ (20.1％)

■ その他 １，４２２ （22.4％）

その他の主な内容

・神社､寺院 ・防災センター
・公民館 など

旧アンケート記載項目シート W27
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災害用井戸の取組状況について ［民間］

9

○民間の災害用井戸の登録制度がある自治体は、全体の約２０％であった。

■ 民間の災害用井戸の登録制度の有無

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 民間の災害用井戸の登録制度が有り   ３５６ （20.4％）

■ 民間の災害用井戸の登録制度が無し １，３８５ （79.6％）

356

20.4%

1385

79.6%

災害用井戸に関する登録制度が有り

災害用井戸に関する登録制度が無し

新アンケート記載項目シート E2
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災害用井戸の取組状況について ［民間］

10

○災害用井戸がある自治体のうち、民間の災害用井戸について、井戸水提供に関する協定がある

 自治体は約２４％であった。

■民間の災害用井戸の井戸水提供に関する協定の有無

＜災害用井戸が有る自治体＞対象自治体数   ６２２

■ 民間の災害用井戸の協定が有り   １５１ （24.3％）

■ 民間の災害用井戸の協定が無し ３７９ （60.9％）

■ 無回答       ９２ （14.8％）

新アンケート記載項目シート N50

151

24.3%

379

60.9%

92

14.8%

井戸水提供に関する協定を結んでいる
井戸水提供に関する協定を結んでいない
無回答
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災害用井戸の取組状況について ［民間］

11

○災害用井戸がある自治体のうち、民間の災害用井戸を所有している市区町村は約７５％であった。

○そのうち、井戸の用途は「生活用のみに使用」が多く約７６％であった。

■ 民間の災害用井戸の有無

＜災害用井戸が有る自治体＞対象自治体数  ６２２ 

■ 民間の災害用井戸が有り   ４６４ （74.6％）

■ 民間の災害用井戸が無し １５８ （25.4％）

■ 民間の災害用井戸の用途

＜民間の災害用井戸が有る自治体＞対象自治体数  ４６４

■ 飲用のみに使用 ４ （0.9％）

■ 生活用のみに使用  ３５２ （75.9％）

■ 飲用と生活用の両方に使用 ７７ （16.6％）

■ 不明  ３１ （6.7％）

旧アンケート記載項目シート E101 旧アンケート記載項目シート N54

464

74.6%

158

25.4%

民間の災害用井戸が有り 民間の災害用井戸が無し

4

0.9%

352

75.9%

77

16.6%

31

6.7%

飲用のみに使用
生活用のみに使用
飲用・生活用の両方に使用
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災害用井戸の取組状況について ［民間］

12

○民間所有の災害井戸の所有者別の井戸数は、「個人」が全体（延べ数）の約８８％を占める。

○その他の設置場所として、保育園､幼稚園､私立高校､大学、公民館などの回答があった。

※ １つの自治体で設置場所の異なる複数の民間所有の災害用井戸がある場合がある

33288

2602

127

1486

444

個人

企業

病院

その他

不明

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000 35000

個人 企業 病院 その他 不明

■ 民間の所有者別の井戸延べ数

＜民間所有の井戸＞井戸延べ数  ３７，９４７
（重複回答可）

■ 個人 ３３，２８８ （87.7％）

■ 企業 ２，６０２ （6.9％）

■ 病院 １２７ （0.3％）

■ その他 １，４８６ （3.9％）

■ 不明 ４４４ （1.2％）

その他の主な内容

・保育園､幼稚園､私立高校､大学

・公民館 ・神社､寺院 など

旧アンケート記載項目シート W54
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災害用井戸の補助制度について

○災害用井戸に対する独自の補助制度を有している市区町村は、全体の約６％、災害用井戸が
ある自治体の約１５％であった。

○その他の補助対象として、水質検査費、維持管理費、光熱費などの回答があった。
○災害用井戸はないが普及推進のため補助制度を策定している自治体が２自治体あった。

13

■ 補助制度の内容
（複数回答可、対象自治体数92、回答自治体数86）

その他の主な内容

・水質検査費

・維持管理費や光熱費

・井戸保存助成金

■ 災害用井戸に対する補助制度の有無

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 補助制度がある   ９２ （5.3％）

■ 補助制度がない １，６４９ （94.7％）

＜災害用井戸が有る自治体＞ 対象自治体数 ６２２

■ 補助制度がある ９０ （14.5％）

■ 補助制度がない ５３２ （85.5％）

旧アンケート記載項目シート AN27旧アンケート記載項目シート AN2

旧アンケート記載項目シート AF26

92

5.3%

1649

94.7%

補助制度がある 補助制度がない

90

14.5%

532

85.5%

補助制度がある 補助制度がない

5

27

27

57

謝礼金

修理費

初期設置費

その他

0 10 20 30 40 50 60

謝礼金 修理費 初期設置費 その他
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災害用井戸の補助制度について

14

〇災害用井戸設置に対する国の補助制度について知っている自治体は、全体の約３０％であった。

■ 災害用井戸に対する国の補助制度の認知度

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 補助制度について知っている  ５２１ （29.9％）

■ 補助制度について知らない ９４５ （54.3％）

■ 無回答 ２７５ （15.8％）

521

29.9%

945

54.3%

275

15.8%

補助制度について知っている
補助制度について知っていない
無回答

新アンケート記載項目シート W26
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災害用井戸に関する情報公開状況について

15

○民間所有の災害用井戸に関する情報を公開している市区町村は、災害用井戸がある自治体の
約５６％であった。

※ １つの自治体で複数の情報公開の手段がある場合がある

■ 民間所有の災害用井戸に関する情報公開状況

＜災害用井戸が有る自治体＞

対象自治体数 ６２２、回答自治体数 ６１５

■ 公開している ３４５（55.5％）

■ 非公開  １１１（17.8％）

■ 原則非公開  １５９（25.6％）

■ 回答なし  ７（1.1％） 

■ 情報公開の手段
複数回答可、対象自治体数 ３４５、回答自治体数 ３４５

その他の主な内容

・地域防災計画

・井戸付近に看板を設置

287

51

70

105

ホームページ

防災地図（紙配布、ポスター等）

自治体の広報誌

その他

0 100 200 300 400

ホームページ
防災地図（紙配布、ポスター等）
自治体の広報誌
その他

旧アンケート記載項目シート AW75旧アンケート記載項目シート AW50

345

55.5%
111

17.8%

159

25.6%

7

1.1%

公開している 非公開 原則非公開 回答なし
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166

58.5%
20

7.0%

86

30.3%

12

4.2%

飲用水のみの提供 生活用水のみの提供 両方を提供 無回答

井戸以外の災害時に利用可能な代替水源について

16

○井戸水以外の代替水源の提供について協定を結んでいる市区町村は、全体の約１６％であった。
〇そのうち、飲用水のみの提供としている自治体が多く約５９％であった。

■ 代替水源の提供についての協定の有無

＜全体＞回答数  １，４３６

■代替水源の提供についての

 協定を結んでいる  ２８４ （19.8％）

■代替水源の提供についての

協定を結んでいない １，１５２ （80.2％）

■ 井戸水以外の代替水源提供の協定の内容

＜協定を結んでいる自治体＞

対象自治体数 ２８４、回答自治体数 ２７２

■ 飲用水のみ提供   １６６ （58.5％）

■ 生活用水のみ提供    ２０ （7.0％）

■ 飲用水と生活用水の両方を提供   ８６ （30.3％）

■ 無回答             １２ （4.2％）

■ 井戸水以外の代替水源提供の協定の有無

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 井戸水以外の代替水源の提供について

  協定を結んでいる   ２８４ （16.3％）

■ 井戸水以外の代替水源の提供について

協定を結んでいない １，１５２ （66.2％）

■ 無回答   ３０５ （17.5％）

284

16.3%

1152

66.2%

305

17.5%

災害時に利用可能な代替水源の提供について協定を結んでいる
災害時に利用可能な代替水源の提供について協定を結んでいない
無回答

新アンケート記載項目シート AF26 新アンケート記載項目シート AF59

新アンケート記載項目シート AF2
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井戸以外の災害時に利用可能な代替水源について

17

○災害用井戸以外に災害時代替水源として位置付けている水源は、災害用井戸が無い自治体では
 プール水が、災害用井戸が有る自治体では耐震性貯水槽が最多であった。

〇今後、登録制度等に位置付けることを検討している水源は、災害用井戸の有無にかかわらず、
 民間が所有する井戸が最多であった。

■ 登録制度等への位置付けを検討中の代替水源
＜災害用井戸が有る自治体＞

（複数回答可、対象自治体数622 ）

■ 災害用井戸以外の代替水源
＜災害用井戸が有る自治体＞

（複数回答可、対象自治体数622 ）

新アンケート記載項目シート BO58

新アンケート記載項目シート BX58

■ 災害用井戸以外の代替水源
＜災害用井戸が無い自治体＞

（複数回答可、対象自治体数1119 ）

■ 登録制度等への位置付けを検討中の代替水源
＜災害用井戸が無い自治体＞

（複数回答可、対象自治体数1119 ）

新アンケート記載項目シート BO92

新アンケート記載項目シート BX92
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18

○地域防災計画で災害時の井戸活用について記載している市区町村は、全体の約４４％であった。

○地域防災計画で災害時の井戸活用を具体に想定している市区町村は、全体の約１９％であった。 

■ 地域防災計画における災害用井戸の位置づけ

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 地域防災計画に記載があり

災害時の井戸活用を想定済み ３３２ （19.1％）

■ 地域防災計画に記載はあるが

具体の取組がなし ４３３ （24.9％）

■ 地域防災計画に記載なし  ９４２ （54.1％）

■ 無回答     ３４ （2.0％）

332

19.1%

433

24.9%

942

54.1%

34

2.0%

地域防災計画に記載があり災害時の井戸活用を想定済み
地域防災計画に記載はあるが具体の取組がなし
地域防災計画に記載なし
無回答

旧アンケート記載項目シート BF27

その他（地域防災計画における災害用井戸の位置づけ）
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19

〇災害用井戸の他に地域防災計画に記載している代替水源は、耐震性貯水槽が最多であった。

■ 地域防災計画に記載している代替水源（井戸以外）
＜災害用井戸が有る自治体＞

（複数回答可、対象自治体数622 ）

新アンケート記載項目シート CG58

その他（地域防災計画に記載している代替水源（井戸以外）
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20

○災害時における地下水等活用の必要性を感じている市区町村は、全体の約６０％であった。

○そのうち、必要性を「非常に」感じている市区町村は、全体の約１０％であった。 

■ 災害時における地下水等活用の必要性

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 非常に感じている １７０ （9.7％）

■ 感じている  ８６５ （49.6％）

■ 感じていない １５２ （6.8％）

■ わからない  ５１９ （31.9％）

■ 無回答   ３５ （2.1％）

170

9.8%

865

49.7%
152

8.7%

519

29.8%

35

2.0%

非常に感じている 感じている 感じていない

わからない 無回答

旧アンケート記載項目シート BO2

その他（災害時における地下水等活用の必要性）
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21

○災害用井戸の取組が無い理由として多かったのは、「自治体内や代替水源の必要な場所における
帯水層の有無が不明」であった。

〇災害用井戸の他に十分な水量を確保できる水源、または確保を検討中の水源は、「河川・池沼水」、
 「耐震性貯水槽」が多かった。

■ 災害用井戸の取組の無い理由
＜災害用井戸の取組が無い自治体＞

（複数回答可、対象自治体数1119、回答自治体数606、無回答513）

■ 十分な水量を確保できる代替水源（井戸以外）
（複数回答可、対象自治体数82、回答自治体数67）

■代替水源として確保を検討中の水源（井戸以外）
（複数回答可、対象自治体数102、回答自治体数83）

新アンケート記載項目シート AO70 新アンケート記載項目シート AX101

新アンケート記載項目シート AX70

その他（災害用井戸の取組の無い理由、代替水源）
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）

その他（災害用井戸等の代替水源確保の取組状況）
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①
横軸：都道府県
縦軸（本数）：（Q2）公共の災害用井戸あり、又は（Q7）民間の災害用井戸あ
り、又は（Q16）防災計画への位置付けあり、又は（Q23）災害用井戸以外※
の代替水源あり ←都道府県保有のもの

②
横軸：都道府県
縦軸（本数）：（Q2）公共の災害用井戸あり、又は（Q7）民間の災害用井戸あ
り、又は（Q16）防災計画への位置付けあり、又は（Q23）災害用井戸以外※
の代替水源あり ←市町村保有のもの

③
横軸：都道府県
縦軸（取組自治体割合）：（Q2）公共の災害用井戸あり、又は（Q7）民間の災
害用井戸あり、又は（Q16）防災計画への位置付けあり、又は（Q23）災害用
井戸以外※の代替水源あり ←保有市町村数/県内の市町村数
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（
％
）

○災害用井戸等の代替水源確保の取組（災害用井戸あり、防災計画への位置づけあり、災害用井戸
 以外の代替水源あり、のいずれかに該当）を行っている市区町村は、全体の約６６％であった。

○災害用井戸等の代替水源確保の取組のある市区町村の割合は、関東、中部と、関西、中国、四国

 の一部で多く、北海道、東北、九州で低かった。 

■ 災害用井戸等の代替水源確保の取組状況

＜全体＞回答数  １，７４１

■ 取組あり １,１４１ （65.5％）

■ 取組なし   ６００ （34.5％）

R7自治体別井戸回答シート BA28

災害時代替水源確保の市区町村取組割合（都道府県別）

災害用井戸の市区町村取組割合（都道府県別）

新アンケート項目シート CQ2

今回修正で取組あり：1140⇒1141

220

12.6%

158

9.1%

244

14.0%

1119

64.3%

公共井戸と民間井戸両方有り 公共の井戸が有り

民間の井戸が有り 災害用井戸がない

災害用井戸の取組状況 ※P4再掲

＜全体＞回答数  １，７４１ 、内 災害用井戸有りは６２２（35.7％）

■ 公共井戸・民間井戸 両方が有り ２２０ （12.6％）

■ 公共井戸が有り   １５８ （9.1％）

■ 民間井戸が有り   ２４４ （14.0％）

■ 災害用井戸が無い    １１１９ （64.3％）

旧アンケート記載項目シート E2 R7自治体別井戸回答シート BA3
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